
第1号議案①

１ 度 報 び 明 （２０１６年度事業報告及び附属明細書（案）

一般財団法人大阪府地域支援人権金融公社



Ⅰ

１． 融 事 の 過 そ融資事業の経過及びその成果

（ 6 資実 標6 億 し 億6 8 万円（１）2016年度の融資実績は、年度目標6.5億円に対し、融資件数47件・融資額3億6,180万円と55.66％の達成率と

なった。なった。

（ 目標（２）年度目標と達成度

（単位：千円）

目標額 融資額 差異 達成率 ① 中小企業は400,000千円に対して308,830千円で達成率77.21％

400,000 308,830 △ 91,170 77.21% ② ひと・まち・げんきは170,000千円に対して34,800千円で達成率20.47％

170,000 34,800 △ 135,200 20.47% ③ 人材育成は35,000千円に対して11,320千円達成率32.34％

35,000 11,320 △ 23,680 32.34% ④ 生活再生支援は10,000千円に対して0千円で達成率0％

10,000 0 △ 10,000 0.00% ⑤ 無担保無保証は15,000千円に対して4,500千円達成率30.00％

15,000 4,500 △ 10,500 30.00% ⑥ 府民の暮らし20,000千円に対して2,350千円で達成率11.75％

20,000 2,350 △ 17,650 11.75% ⑦ 6.5億円の目標額に対して、288,200千円のマイナスで特に中小企業

650,000 361,800 △ 288,200 55.66% 向け融資以外減少割合が高い

（ 3 資額 推移（３）過去3年間の融資額・件数の推移

2014年度 2015年度 2016年度 2014年度比較 2015年度比較 2014年度 2015年度 2016年度 2014年度比較 2015年度比較

249,500 387,300 308,830 59,330 △ 78,470 32 26 21 △ 11 △ 5

92,120 120,140 34,800 △ 57,320 △ 85,340 15 9 4 △ 11 △ 5

28,080 16,070 11,320 △ 16,760 △ 4,750 45 24 17 △ 28 △ 7

510 1,730 0 △ 510 △ 1,730 1 1 0 △ 1 △ 1

0 0 4,500 4,500 4,500 0 0 2 2 2

8,160 9,300 2,350 △ 5,810 △ 6,950 6 5 3 △ 3 △ 2

378,370 534,540 361,800 △ 16,570 △ 172,740 99 65 47 △ 52 △ 18

① 中小企業向けは、前年度比5件と年々減少傾向し、融資額は昨年度やや増加したが、本年度78,470千円減少

② ひと・まち・げんきも同様で、融資額も85,340千円減少

③ 人材育成は、前年度比7件減少、融資額4,750千円減少

④ 生活再生支援は、創設以来初めて融資実行がなかった

⑤ 無担保無保証は、前年度比2件増加、融資額4,500千円増加

⑥ 府民の暮らしは、前年度比2件減少、融資額6,950千円減少

⑦ 合計では、前年度比融資件数が18件減少、融資額172,170千円減少

（ た 比較（４）1件あたりの融資平均額の比較

2014年度 2015年度 2016年度 2014年度比較 2015年度比較

7,797 14,896 14,706 6,909 △ 190

6,141 13,349 9,450 3,309 △ 3,899 前々年度と比較すると3,309千円増加

624 670 666 42 △ 4 ③ 人材育成は、前年度比4千円減少、前々年度より42千円増加

510 1,730 0 △ 510 △ 1,730 ④ 生活再生支援は、取り組みがなかった

0 0 2,250 2,250 2,250 ⑤ 無担保無保証は、前年度より2,250千円増加

1,360 1,860 783 △ 577 △ 1,077 ⑥ 府民の暮らしは、前年度より1,077千円減少

（ 企業 の融（ 企業 の融（５）中小企業向けの融資金額について無担保及び有担保別比較（５）中小企業向けの融資金額について無担保及び有担保別比較

2014年度 2015年度 2016年度 前年度比較

件 数 15 13 11 △ 2 ① 無担保融資は、2件減少し融資額も10,370千円減少しており、

金 額 75,400 61,300 50,930 △ 10,370 1件あたりの融資額も85千円減少

5,027 4,715 4,630 △ 85

件 数 17 13 10 △ 3

金 額 174,100 326,000 257,900 △ 68,100 ③ 全体的に年度毎の融資金額の増減はあるものの、融資件数は

10,241 25,077 25,790 713 年々減少しており下げ止まる気配がない

② 有担保融資は、3件減少し融資額も68,100千円減少しているが、1件あたりの決定額

1件あたりの融資額は713千円増加

ひと・まち・げんき

府民の暮らし

生活再生支援

無担保無保証

合   計

府民の暮らし

無担保無保証

生活再生支援

融資種別

中小企業向け

生活再生支援

20 月 0 月3(2016年4月1日～2017年3月31日)

融資種別

中小企業向け

ひと・まち・げんき

ひと・まち・げんき

人材育成

法 に す法 に す当法人の現況に関する事項当法人の現況に関する事項

（単位：千円）

融資額 融資件数

2 度2 0 1 6 年 度 事 業 報 告

無担保無保証

有担保

決定分

1件あたりの決定額

（単位：千円）

融資額 ① 中小企業向けは、前年度と比較して190千円減少しているものの、

人材育成

府民の暮らし

合   計

融資種別 前々年度と比較すると6,909千円増加

② ひと・まち・げんきも同様に、前年度比3,899千円減少しているが、

（単位：千円）

無担保

決定分

人材育成

中小企業向け
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（ 企業 に い ら までに い（６）中小企業向けについて相談から決定までについて

2014年度 2015年度 2016年度

相 談 76 78 60 ① 相談件数は、前年度より18件減少

申 込 36 39 27 ② 申込件数も、前年度より12件減少

決 定 33 30 21 ③ 決定件数も、前年度より9件減少

相談から 43.42% 38.46% 35.00% ④ 昨年度は営業の影響もありやや増加したが、本年度は全体で

申込から 91.67% 76.92% 77.78% 減少するという厳しい状況

（ 決定 訳（７）融資決定機関別決定内訳

件数件数比較

件数 全体比率 件数 全体比率

4 8.5% 17 36.2% ① 融資審査委員会案件数が8件で、年度内に6回だけの開催と

4 8.5% 0 0.0% なっている

0 0.0% 17 36.2% ② 特に委託事業つなぎの取引がほぼ皆無の状態である

0 0.0% 0 0.0% ③ 人材育成も同様で右肩下がりであるが、相談数はほぼ横ばい

0 0.0% 2 4.3% ④ その他の融資商品については、大きな変化はない

0 0.0% 3 6.4%

8 17.0% 39 83.0%

金額金額比較 （単位：千円）

金 額 全体比率 金 額 全体比率

218,000 60.3% 90,830 25.1% ① 融資審査決定委員会・公社審査会ともに減少

34,800 9.6% 0 0.0% ② 生活再生支援の取引がない一方で、無担保無保証が4,500

0 0.0% 11,320 3.1% 千円を取り組む

0 0.0% 0 0.0% ③ 中小企業向けは、基本的に取引額が突出して大きくなるが、

0 0.0% 4,500 1.2% 本年度は低位な傾向にある

0 0 2,350 0.6%

252,800 69.9% 109,000 30.1%

＊不採用、決定後取下げ等の12件は、報告に含まれていません。

２． 経 収 差経常収支差額

３． 正 財 額 び自 資 比正味財産額及び自己資本比率

４． 直 ３ 業 度 益直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 経常収益 ＋ 経常外収益の合計額に該当する。

② 特別損益を除いた通常の経常利益に該当する。

③ 特別損益を加えた税引き前当期利益に該当する。

府民の暮らし

△ 3,336 540

合 計

融資審査決定委員会

2 度2016年度

当 )(当該事業年度)

153,924 128,282

1,628 1,979 351

経常収支差額 △ 3,876

合 計

無担保無保証

府民の暮らし

中小企業

ひと・まち・げんき

教育つなぎ

正味財産 418,509 59%

2013年度

④正味財産期末残高

③当期一般正味財産

   増減額

(単位：千円）

区分

219

190事業収支差額

②当期経常増減額

資産合計 706,280

-

負債合計 287,771

△ 35,504

△ 5,504 △ 5,314

事業支出額 13,004

(単位：万円）

科目 金額 自己資本比率

13,223

事業外収入

(単位：万円）

事業収入額 7,500

事業活動 2016年度予算 2016年度決算 対比

7,909 409

101,065101,065

27,822 1,543   △ 2 6△ 32,677

2014年度 2015年度

①経常収益 105,441

△ 3,676 19,015 37,555

418,509

6,566

4,140,975 4,147,541

件 数

4,121,960

融資商品名

融資審査決定委員会 公社審査会

無担保無保証

決定率

融資商品名

生活再生支援

公社審査会

中小企業

ひと・まち・げんき

人材育成

生活再生支援
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５．

６．

７．

８．

９．

① 【2016(平28)年度 第1回】

時日時 2016(平28)年5月26日(木)

所所場所場所 公社会議室

案議案 ①

― 監事監査報告

― 監事監査報告

②

― 監事監査報告

③ 定時評議員会の日程と議題・議案(案)承認の件

 ※ 議案はすべて承認

④

⑤

⑥

①

②

③

②②

案 項提案事項 ①

③

①

②

④

時日時

所所場所場所

案議案 ①

公社会議室

2016(平28)年11月14日(月)

「2016年度半期業務執行状況及び職務執行状況報告書」（案）について

  ※ 議案は承認

第1号議案『評議員候補者推薦書』の一部修正（案）」を下記内容で追加提案する件

代表理事1名選定の件

常務理事1名選定の件

1 理 会第17回理事会 【2016(平28)年度 第3回】

告 項報告事項

1 理 会第15回理事会

 ※ 決議の省略において、全理事は承認および監事は同意

1 理 会第18回理事会 【2016(平28)年度 第4回】

  ※ 議案はすべて承認

2015年度 決算計算書類及び附属明細書(案)承認の件

2015年度 公益目的支出計画実施報告書(案)承認の件

 ※ 決議の省略において、全理事は承認および監事は同意

2016年度定時評議員会の第1号議案②として、「2015年度定時評議員会で決議された

2015年度 1億円超債権の管理状況報告

2015年度 事業報告及び附属明細書(案)承認の件

代表理事・業務執行理事の選定を定款規程の「決議の省略」で行うこと(案)承認の件

審査委員の選任(案)承認の件

社債購入に関する事後承認(案)承認の件

2015年度 延滞損害金減免決定報告

2015年度 資産運用報告

【2016(平28)年度 第2回】

主任・一般事務職

嘱託職員

-

調査役

理事兼事業部長兼企画総務部長

    [  [ 理事会 ]

1 理 会第16回理事会

重 な 約 る事重要な契約に関する事項

なし

事業部

計 2,810,114 -

2038年(平成50)年

度末まで分割弁済
大阪市 849,907

償還期限等

(単位：千円）

担当事務 備考

職 に 項職員に関する事項

主 な 入 及 入主 な 入 及 入主要な借入先及び借入額主要な借入先及び借入額

大阪府 1,960,207

資 調 の 況資 調 の 況資金調達の状況資金調達の状況

①資金調達

・ 本年度新たな資金借り入れはなく、大阪府・大阪市へ借入金12,773万円を償還した(2017年3月31日)。

その結果、決算日における借入金残高は、28億1,011万円に減少した。

借入先 借入額

計10名

役 会 等 る事役 会 等 る事役員会議等に関する事項役員会議等に関する事項

-

役職名氏名

佐伯 守

澤井 恵一郎 事業部
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⑤⑤

時日時

所場所

案議案 ①

② 2017年度経営重点執行方針（案）について

③ 2017年度事業計画（案）について

④ 2017年度予算計画（案）について

⑤ 2017年度資産運用方針（案）について

⑥ 諸規程改正（案）について

⑦ 2016年度債権償却（案）について

⑧

①

②

①①

時日時

所場所

①

②

③

① 2016年度 経営重点執行方針

②

議議案 貸付案件

場場所 公社会議室

1 回 4月 5日 4 回 10月 4日

2 回 4月 7日 5 回 11月 15日

3 回 6月 21日 6 回 3月 24日

[  [  [ 公社審査会 ][ 公社審査会 ]

議議案 貸付案件

場場所 公社会議室

1 回 4月 7日 15 回 2016(平28)年 11月 17日

2 回 4月 14日 16 回 2016(平28)年 12月 8日

3 回 6月 2日 17 回 2016(平28)年 12月 15日

4 回 7月 7日 18 回 2016(平28)年 12月 22日

5 回 7月 14日 19 回 2016(平28)年 1月 12日

6 回 7月 25日 20 回 2017(平29)年 1月 19日

7 回 8月 4日 21 回 2017(平29)年 1月 26日

8 回 9月 1日 22 回 2017(平29)年 2月 2日

9 回 9月 29日 23 回 2017(平29)年 2月 9日

10 回 10月 6日 24 回 2017(平29)年 2月 23日

11 回 10月 13日 25 回 2017(平29)年 3月 2日

12 回 10月 20日 26 回 2017(平29)年 3月 9日

13 回 11月 2日 27 回 2017(平29)年 3月 15日

14 回 11月 10日 28 回 2017(平29)年 3月 23日

  ※ 議案はすべて承認

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2017(平29)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

2016(平28)年

公社会議室

2016年度代表理事・業務執行理事の職務執行状況報告書（案）について

理事辞任に伴う理事候補者（案）について

告 項報告事項

【2016(平28)年度 第1回】

2016(平2)年6月22日(水)

1第1回定時評議員会

2015年度 決算計算書類及び附属明細書(案)承認の件

職員の昇格者・退職者及び事務局組織図について

1 理 会第19回理事会 【2016(平28)年度 第5回】

2017(平29)年3月29日(水)

HRCビル10階会議室

案 項案 項議案事項議案事項 評議員辞任に伴う新評議員選任の件

― 監事監査報告

2015年度 公益目的支出計画実施報告書

評議員会決議事項を定款に定める「決議の省略」で行うこと（案）について

報告事項 2015年度 事業報告

― 監事監査報告

    [  [ 融資審査委員会 ]

告 項報告事項

― 監事監査報告

任期満了に伴う理事および監事選任の件

2第2回定時評議員会 【2016(平28)年度 第2回】

[  [  [ 評議員会 ][ 評議員会 ]

2016(平28)年

案 項議案事項

2016(平28)年

理事１名選任の件

 ※ 決議の省略において、全評議員は承認

  ※ 議案はすべて承認

2016(平28)年

大阪府及び大阪市への償還金について
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１０．

１１．

ⅡⅡ 法 に す法 に す当法人の現況に関する事項当法人の現況に関する事項

１．

２．

３．

４．

５．

６．

①

②

③

会計・経理面における金銭厳正化の検証監査（公認会計士2名での四半期毎に実施）

公社経営会議及び内部監査〔役員（常務理事が担当）により毎月実施〕

利益利益相反取引・競業取引

理事の利益相反取引および競業取引はなし

内部内部監査の状況

許可・認可・承認などに関する事項はなし

評 議 員 石井 國男

非 常 勤

4年

監事監査（監事2名による2回の定例監査+α）

4年 非 常 勤

無 大 阪 府 商 工 労 働 部

非 常 勤

非 常 勤 大 阪 市 経 済 戦 略 局

（注）理事及び監事の報酬総額枠は、理事会において

決議されている。

無

備考

監 事

公認会計士・税理士

非 常 勤

無

無 大 阪 商 工 会 議 所

評 議 員 道簱 佳久 4年

4年

無

評 議 員 北口 末廣

許 ・ 認 ど る事許可・認可・承認などに関する事項

非 常 勤

評 議 員 太田 雄士

近 畿 大 学 教 授

理 事 2名 13,032

評 議 員

山田 国広 4年

6名 無

4年

2名 1,040

森垣 学

役員役員等の報酬等

区 分 人数

報酬の総額枠

（千円）

評 議 員

社 会 福 祉 法 人

大阪府社会福祉協議会

無

評 議 員

役 職 名 氏 名 任 期 常 勤 ・ 非 常 勤

常 勤 ・ 非 常 勤 報酬等 所 属

評議評議評議員評議員

役 職 名 氏 名 任 期

株式の保有はなし

理事理事

常 勤

株 保 の 要株式保有の概要

有

有

理 事 長

常 務 理 事

宮 敏育

前田 浩

2年

2年

非 常 勤 無

理 事 南部 英幸 2年 非 常 勤

報酬等

非 常 勤

監 事 植田 康治 4年 非 常 勤 有

所 属

植 田 会 計 事 務 所

役 職 名 氏 名 任 期

北口・繁松法律事務所監 事 北口 星 4年 非 常 勤 有

常 勤 ・ 非 常 勤 報酬等

監事監事

無

理 事 森下 暁 2年

理 事 西中 義己 2年 非 常 勤 無

理 事 澤井 恵一郎 2年 常 勤 無

5



役 他 法 の 務 理 等 要 兼Ⅰ役員の他の法人等の業務執行理事等の重要な兼職の状況

そ 他 資 実 のⅡその他融資営業実績の状況

． 資 況１．融資営業の状況

完済後未利用者 条件変更完済者

件数 訪問 件数 訪問

大阪市内 508 508 大阪市内 24 24

大阪北部 95 95 大阪北部 4 4

大阪中部 184 184 大阪中部 18 18

大阪南部 426 426 大阪南部 21 21

合計 1,213 1,213 合計 67 67

ひとまち完済後未利用者 貸家業者（実績者）

件数 訪問 件数 訪問

大阪市内 10 10 大阪市内 6 6

大阪北部 4 4 大阪北部 2 2

大阪中部 5 5 大阪中部 4 4

大阪南部 4 4 大阪南部 6 6

合計 23 23 合計 18 18

全体数 訪問内容

件数 訪問 面談済 留守 不明・廃業 訪問

大阪市内 548 548 大阪市内 130 40 378 548

大阪北部 105 105 大阪北部 35 19 51 105

大阪中部 211 211 大阪中部 71 30 110 211

大阪南部 457 457 大阪南部 97 59 301 457

合計 1,321 1,321 合計 333 148 840 1,321

① 本年度は、公社融資を完済後、長い間利用実績のない事業主を中心に営業

② ひとまちげんき、条件変更を正常に完済した事業者に対する営業

③ 公社が実施したアンケートにより貸家業が増加しているため、同業種の実績者への営業

④ 公社融資を利用していない事業者と面談することで、融資情報等を提供することができた

⑤ 一方で、完済後公社との接点がないため、廃業や転居等による不明など実態が把握できない事業者も多く存在した

総じて

① 営業活動により、問い合わせなどの反応があり、定期的に訪問、面談することにより事業者支援に繋がる

② また、事業者の実態などを認識することで、新たな商品の開発など検討することができる

③ 既存事業者への営業する一方で、新規取引、開拓することも今後の大きな課題である

事業報告附属明細書

関係

営業活動

理事 西中 義己 代表取締役社長

兼職の内容

理事 南部 英幸

区分 氏名 兼職法人

（公財）大阪産業振興機構 代  表 理  事

(株) H R C

1



． 資． 資２．融資の概要２．融資の概要 （※不採用先・決定後取下げ件数を含む。）

1 小企 の 数1 中小企業向けの業種別相談及び決定件数

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

22 18 △ 4 0 22.73% 27.78%

1 6 5 5 0.00% 83.33%

6 7 1 △ 3 66.67% 14.29%

3 2 △ 1 1 33.33% 100.00%

8 2 △ 6 △ 4 62.50% 50.00%

19 9 △ 10 △ 2 26.32% 33.33%

13 13 0 △ 1 53.85% 46.15%

2 1 △ 1 1 0.00% 100.00%

0 0 0 0 0.00% 0.00%

3 2 △ 1 △ 2 100.00% 50.00%

77 60 △ 17 △ 5 38.96% 41.67%

① 前年度より相談件数が全体で17件減少し、特に建設業10件、飲食業6件、不動産業4件となっている

② 一方で製造業5件、サービス業1件増加している

③ 融資決定件数では、全体で5件減少しているが、業種別で製造業が5件増加している

④ 決定率は、前年度と比較しても大きく変化ないが、業界的に厳しい業種も見受けられる

2 げん 談及 決定2 ひと・まち・げんきの業種別相談及び決定件数

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

保育所 2 1 △ 1 △ 2 100.00% 0.00%

障がい者 4 1 △ 3 △ 1 25.00% 0.00%

高齢者 3 3 0 2 0.00% 66.67%

9 1 △ 8 △ 3 44.44% 100.00%

1 4 3 1 100.00% 50.00%

2 0 △ 2 0 0.00% 0.00%

2 4 2 △ 2 100.00% 0.00%

2 2 0 0 50.00% 50.00%

2 0 △ 2 △ 2 100.00% 0.00%

3 4 1 1 33.33% 50.00%

30 20 △ 10 △ 6 46.67% 40.00%

① 相談数は、前年度と比較して10件減少し、業種別では人材育成・教育で8件、障がい者（福祉サービス）で3件となっている

② 一方で、情報サービスが2件、その他（製造業）1件増加している

③ 融資決定件数では、全体で6件減少しているが、業種別では高齢者（福祉サービス）が2件増加している

④ 商店街まちづくり事業や地域商店街活性化事業等の委託つなぎ資金の需要がなくなったことが大きく影響している

⑤ また他の金融機関もＮＰＯ法人等との取引を積極的にしていることも要因にあげられる

⑥ その他に含まれている製造業は、ものづくり新展開事業など新たな業種の進出も見受けられる

3 人別3 人別3 法人別相談等及び決定件数3 法人別相談等及び決定件数

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

7 6 △ 1 △ 4 71.43% 16.67%

0 1 1 0 0.00% 0.00%

7 3 △ 4 △ 2 0.00% 33.33%

4 7 3 1 75.00% 57.14%

0 1 1 1 0.00% 100.00%

2 1 △ 1 1 0.00% 100.00%

6 1 △ 5 △ 1 16.67% 0.00%

0 0 0 0 0.00% 0.00%

2 0 △ 2 △ 2 100.00% 0.00%

2 0 △ 2 0 0.00% 0.00%

30 20 △ 10 △ 6 46.67% 40.00%

① 個人事業主、一般社団法人、商店街組合などがそれぞれ減少

② 一方で、株式会社が3件増加しており、営利法人でも社会的課題に取り組む事業体の存在が伺える

NPO法人

社会福祉法人

14 8

融資決定件数

5

0

法人種別

相談数

差

2015年度

4

差

融資決定件数

差

合計 30

差

融資決定件数

4 1

建設業 5

不動産業 5 5

運送業 1

相談数

差

5製造業 0

業種

融資決定件数

一般社団法人 3 1

医療・福祉 0 1

2015年度

まちづくり 2

合計

2016年度

1

0

0

その他 1 2

3

卸売・小売業 7 6

2016年度

差

融資決定件数

2

0

その他 3 1

1飲食業 5

サービス業

25

農業・林業 0

融資決定件数

2 0

2016年度2015年度

業種

相談数

1 0

0 2

1

就労支援（訓練） 1 2

福 祉

サービ

ス

人材育成・教育

医療 0 0

0

製造業 1 1

情報サービス 2

株式会社 3 4

1 0

2 0

有限会社 0 1

合同会社 0 1

その他 0 0

LLP 0 0

個人

合計 14 8

商店街組合

2



③ 個人の減少については、公的助成の決定されているが収支内容が厳しい業況が多かった

④ 一般社団法人は、相談先が公社実績者のみで新規での相談はなかった

⑤ 全体的には、前述したNPO法人との取引をする金融機関も増えているのも減少の要因と考えられる

4 材育 つ4 人材育成について

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

22 19 △ 3 △ 2 22.73% 15.79%

7 15 8 0 57.14% 26.67%

4 3 △ 1 △ 2 75.00% 33.33%

40 46 6 △ 5 42.50% 26.09%

73 83 10 △ 9 39.73% 24.10%

① 相談数は、前年度より10件増加しているが、決定については9件減少している

② 学校別の相談では、専門学校8件、大学4件する一方で、決定で専門学校以外が減少している

③ 様々な方からの相談により教育つなぎ資金の認知度が高まっていると思われ、一定の情報提供により解決しているケースもある

④ その一方で、困窮度が高く教育つなぎ資金以外の支援が必要な家庭も年々増加している

⑤ 高校は原則無償化であるが、私立は一旦納付する可能性があるため相談は確実に存在する

⑥ 短大への進学相談は、４年制大学へシフトしている傾向にあり希望する子どもが確実に減少

⑦ 利用者が毎年減少しているが、経済的な理由で断念させないために当面継続する必要はある

5 活再5 生活再生支援について

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

3 2 △ 1 △ 1 33.33% 0.00%

6 6 0 0 0.00% 0.00%

0 1 1 0 0.00% 0.00%

0 2 2 0 0.00% 0.00%

9 11 2 △ 1 11.11% 0.00%

① 相談数は、昨年度より2件増加、決定はなく申込まで至らなかった

② 関連窓口への誘導により済むケースや、生活や就労など基本的な支援が必要など間接的な相談が多い

③ 内容としては、高齢または独居生活により支援や協力が得られにくい状況にある

④ また関連窓口を紹介しても相談にも行かないなど社会との接触が薄れている可能性がある

6 担保6 担保6 無担保無保証について6 無担保無保証について

① 2016年度は、相談数3件、融資決定2件

② 決定している業種は、卸・小売業2件で公社融資を6回以上している実績先である

7 民の い7 府民のくらしについて

昨年度 今年度

2015年度 2016年度 決定率 決定率

0 2 2 0 0.00% 0.00%

2 3 1 △ 1 100.00% 33.33%

2 6 4 1 0.00% 50.00%

0 0 0 0 0.00% 0.00%

1 1 0 △ 1 0.00% 0.00%

5 12 7 △ 1 100.00% 33.33%

① 相談件数は前年度より7件増加するも、決定では1件減少している

② 就学や借換の相談が増加しているが、申込まで至らなかったことも決定件数が減少している一因

8 品別 行ま8 品別 行ま8 商品別申込から実行までの日数8 商品別申込から実行までの日数

① 中小企業向けは、前年度比5日増加する一方で、ひとまちげんきは7日減少する

② 中小企業向けは、申込から決定まで滞ることなく進捗いたが、融資手続が次月になるお客様が一定存在した

③ ひと・まち・げんきの短縮の要因としては、取引件数の減少と使途が明瞭な委託つなぎ資金などがあげられる

④ 人材育成、生活再生支援は、相談機関等が経由することから目標日数を設定していない

差

借換え

所要日数

中小企業向け ひと・まち・げんき

借換え

相談者状況

相談数

差

2015年度

2015年度 2016年度

融資決定件数 融資決定件数

0

無職

差

0

合計 4

28日 28日

2

5

高額医療 1

就学 2 3

冠婚葬祭 0 0

0 0

生活・仕事

融資決定件数 融資決定件数

法的措置申請中 0

2016年度

2016年度

差

融資決定件数 融資決定件数

高校

専門学校 4 4

5 3

学校別

相談数

差

2015年度

短期大学 3 1

大学 17 12

合計 29 20

1 0

0 0

相談者状況

相談数

差

0 0

生活・仕事

合計 1 0

1

3



総 括 債 務 者 区 分 状 況 表
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